
松本市水道事業会計予算の解説 

 

   

  

 水道事業は、松本市が設置して、事業を行っていますが、水道を使う皆さんの

料金で運営しています。 

税金ではなく、それを使う人たちからお金をもらって会社のように市が行う

事業を公営企業といいます。下水道や病院事業も同様です。 

 

 

地方公営企業法の適用 

地方公共団体が、住民の福祉の増進を目的として設置し、経営する企業のうち、

水道事業は、地方公営企業法の適用を受ける公営企業です。 

地方公営企業法は、公営企業に地方自治法並びに地方財政法及び地方公務員

法に対する特例を定め、地方自治の発達に資することを目的としています。 

下水道事業は、この法律の適用を受ける公営企業の範囲に入っていませんが、

市が条例を定めて、法を適用しています。 

 

 

公営企業会計の適用 

経営・資産等の状況を正確に把握し、弾力的な経営などに取り組めるよう、民

間企業と同様に、複式簿記を使う公営企業会計を適用しています。 

水道を使用し、その料金を支払う皆さんに、適正なサービスを提供するため、

施設・設備の維持管理や整備に必要な経費は、適正な料金水準を自ら設定し、効

率的な経営を行うことで対応することができます。 

なお、一般会計は、限られた税収や国庫補助等の財源の中で、最大限のサービ

スを提供しています。限られた財源を効果的に活用するため、必要な事業の優先

順位付けを行うことなどによって経費を抑制しています。単式簿記を使ってい

ます。（官公庁会計方式） 

 

水道って市の事業

だから、税金で運営

してるんでしょ？ 

そうじゃないの 

水道を使う人たちの料

金で運営してるのよ 

そーなんだ 

水道事業も下水道事業

も地方公営企業法が適

用されているのね 



水道事業会計予算について 

 

   

 

 

 

☆ 地方公営企業法 

管理者の担当する事務（第９条３号） 

予算原案を作成し、地方公共団体の長に送付すること。 

 予算（第２４条２項） 

  地方公共団体の長は、当該地方公営企業の管理者が作成した予算の原案に

基づいて毎事業年度地方公営企業の予算を調製し、年度開始前に議会の議決

を経なければならない。なお、松本市は管理者を置いていないため、管理者の

権限に属する事務処理は、上下水道局が行うことになっています。 

 

 
 
 
☆ 地方公営企業法施行規則 別記第１号（第４５条関係） 

予算様式 
 

総則（第１条） 
〇年度の〇事業会計の予算を記載 

 
業務の予定量（第２条） 
水道事業の場合、給水戸数や年間総給水量、一日平均給水量などを記載 

 
収益的収入及び支出（第３条） 
当該年度に発生が予定される収支（経営状況）を記載 
ここに計上する予算を３条予算と呼ぶことがある。 

資本的収入及び支出（第４条） 
企業債や負担金、建設改良費や起債償還元金などの現金収支（資産状況） 
ここに計上する予算を４条予算と呼ぶことがある。 
収入において、経営活動による利益や減価償却費等の現金を伴わない費用

（内部留保資金）を建設改良費の財源に充てた場合は、当該年度以前に計上さ
れた予算も入っていることから、括弧書きで記載 

予算の作り方も 

ルールがあるの

かな？ 
地方公営企業法とかで

決まっているみたいね 

予算の書き方も 

決まっているんだね 



 
継続費（第５条） 
継続費とする事業名、総額、年割額を記載 

 
債務負担行為（第６条） 
当該年度以降の支払いを当該年度に契約するため、予算措置するもの 

 
企業債（第７条） 
起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を記載 

 
一時借入金（第８条） 
当該年度内に借り入れられる限度額を記載 

 
予定支出の各項の経費の金額の流用（第９条） 
款項間において、流用を可能とする経費を定めるもの 

 
議会の議決を経なければ流用することのできない経費（第１０条） 
職員給与費を流用する場合を定めたもの 

 
他会計からの補助金（第１１条） 
補助を受ける理由と会計名、金額を記載 
 

利益剰余金の処分（第１２条） 
決算の確定後、市議会９月定例会の議決を経て、処分が決定。令和５年度の利

益剰余金は、令和６年４月以降に決定されるため、処分は、令和６年９月定例会

の予定 
 

たな卸し資産購入限度額（第１３条） 
在庫の限度額を定めたもの 
 

重要資産の取得及び処分（第１４条） 
取得や処分する資産の種類、名称、数量等と記載 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

実際に、議会に提出

した議案をみてみま

しょうか 



 
【例】令和５年松本市議会２月定例会 議案第５３号 

 

令和５年度松本市水道事業会計予算 

（総則） 

 第１条 令和５年度松本市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

  （業務の予定量） 

 第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

  

 （収益的収入及び支出） 

 第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

  収 入 

   第１款     水道事業収益            5,423,890 千円 

    第１項     営業収益              4,857,740 千円 

    第２項     附帯事業収益               22,680 千円 

    第３項     営業外収益                542,890 千円 

    第４項     特別利益                       580 千円 

 区 分 事             項 

 １ 事業量 １ 給水戸数及び給水人口 

  ○給水戸数                                     108,100 戸 

  ○給水人口                      234,800 人 

２ 年間総給水量                               28,778,000 ㎥ 

３ 一日平均給水量                               78,800 ㎥ 

４ 給水工事 

  ○新設工事                          306 件 

  ○改造及び修繕工事                   1,298 件 

  ○量水器更新取替工事                 15,663 件 

５ 主要な建設改良事業 

  ○配水設備改良工事 

   ・うち配水管関係   φ 50～250mm  総延長Ｌ＝ 2,093 ｍ 

   ○耐震対策事業 

   ・配水地等耐震補強工事（寿配水地）        １か所 

   ・配水本管耐震化工事 φ300～450mm  総延長Ｌ＝  446 ｍ 

   ○老朽配水管改良事業 

   ・老朽配水管改良工事 φ 75～150mm   総延長Ｌ＝ 1,047 ｍ 

６ 附帯事業による売電事業               １か所 



 

 

  支 出 

   第１款     水道事業費用            5,258,110 千円 

    第１項     営業費用                 5,090,500 千円 

    第２項     附帯事業費用                   11,090 千円 

    第３項     営業外費用                  148,360 千円 

    第４項     特別損失                     3,160 千円 

    第５項     予備費               5,000 千円 

  

 （資本的収入及び支出） 

 第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本 

  的支出額に対して不足する額 1,917,050 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資 

  本的収支調整額 152,550 千円、過年度分損益勘定留保資金 40,830 千円及び当年度分損益

勘定留保資金 1,584,640千円並びに減債積立金取崩額 8,820千円及び建設改良積立金取崩

額 130,210 千円で補てんする。）。 

  収 入 

   第１款     資本的収入                    1,155,810 千円 

    第１項     企業債                739,200 千円 

    第２項     負担金                230,190 千円 

    第３項     分担金                 6,940 千円 

    第４項     出資金                179,480 千円 

  支 出 

   第１款     資本的支出                       3,072,860 千円 

    第１項     建設改良費                   2,032,600 千円 

    第２項     企業債償還金                     740,260 千円 

    第３項     投資               300,000 千円 

 

  （債務負担行為） 

 第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定 

  める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事    項 期    間 限 度 額 

 

検 針 ・ 徴 収 等 業 務 委 託 

 

令 和 ５ 年 度 ～ 令 和 ６ 年 度 

千円 

233,350 

岡 田 第 ２ 配 水 地 マ イ ク ロ 

水 力 発 電 設 備 設 置 工 事 
令 和 ５ 年 度 ～ 令 和 ７ 年 度 38,500 

 



 

 

（企業債） 

 第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定 

  める。 

 

  （一時借入金） 

 第７条 一時借入金の限度額は、600,000 千円と定める。 

 

  （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

 第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

  ⑴ 営業外費用に計上した消費税及び地方消費税に係る予定額に不足を生じた場合  

における営業費用からの流用 

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

 

 第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

い。 

  ⑴ 職員給与費                     500,730 千円 

  （たな卸資産の購入限度額） 

 第１０条 たな卸資産の購入限度額は、28,410 千円と定める。 

  

令和５年２月２１日提出 

 

         松本市長  

 起債の目的 限 度 額 起債の方法 利  率 償 還 の 方 法 

  

水 道 事 業 

    千円 

    739,200 

 

１ 資 金 

政府資金、 

銀行その他 

 

２ 方 法 

証書借入又 

は証券発行 

 

  4.0％以内 

（ただし、利率 

見直し方式で借 

り入れる資金に 

ついて、利率の 

見直しを行った 

後においては、 

当該見直し後の 

利率） 

 

  政府資金について 

は、その融通条件に 

より、銀行その他の 

資金については、そ 

の債権者との協定に 

よる。ただし、企業 

財政の都合により据 

置期間及び償還期限 

を短縮し、又は繰上 

償還若しくは低利に 

借換えすることがで 

きる。 



予算に関する説明書の提出 
 
 予算に関する説明書として、次の書類も併せて提出しています。 
 

♦ 予算実施計画（♦当年度実施計画明細書） 

♦ 当年度予定キャッシュ・フロー計算書 

♦ 当年度予定貸借対照表（♦前年度予定貸借対照表） 

♦ 当年度予定損益計算書（♦前年度予定損益計算書） 

 

 

上記以外にも、給与費明細書（職員数や給料・手当の状況など）や債務負担行

為に関する調書（当該年度以降に行う事業の契約限度額など）も提出しています。 

 
それでは、令和５年度の予算実施計画をみてみましょう。 

 
 
 
♦ 予算実施計画 
 
 【収益的収入及び支出】 
   収入（４区分） 
 ① 営業収益（水道料金、受託工事、分担金、消火栓の負担金など） 

  ② 附帯事業収益（寿配水地小水力発電による売電） 

  ③ 営業外収益（長期前受金戻入、一般会計負担金、消費税等の還付など） 
  ④ 特別利益（過年度損益の修正益） 
   支出（５区分） 
  ① 営業費用（水道施設の維持管理費や職員の給料、減価償却費など） 
  ② 附帯事業費用（寿配水地小水力発電に要する費用） 
  ③ 営業外費用（企業債の支払利息など） 
  ④ 特別損失（過年度損益の修正損） 
  ⑤ 予備費 
 
【資本的収入および支出】 

収入（４区分） 
  ① 企業債（水道施設等の建設や改良のための起債） 
  ② 負担金（原因者からの工事負担金や消火栓設置費の負担金） 

  ③ 分担金（建設工事等） 
  ④ 出資金（統合前簡易水道の企業債元金に対する一般会計出資金） 

支出（３区分） 
  ① 建設改良費（水道施設等の建設改良等の費用や局庁舎の整備費用） 
  ② 企業債償還金（企業債の元金償還金） 
  ③ 投資（投資有価証券） 

もっと詳しい

内容が分かる

説明書も作っ

ているんだね 

経営状況と資産状況を明らかに

するために、収益的収支と資本的

収支の二つに分けてあるのよ



令和５年度松本市水道事業会計予算実施計画

（収益的収入及び支出）

収  入 (単位:千円）

款　　　項　　　目 予　定　額 説　　　　　　　　　　明

1 5,423,890

1 4,857,740

1 給 水 収 益 4,512,970 ・水道料金

2 受 託 工 事 収 益 24,010 ・給水装置の新設、増設、修理及び受託工事による収入

3 分 担 金 及 び 負 担 金 311,340
・水道事業分担金、消火栓維持管理負担金及びその他
  維持管理に要する費用の負担金収入

4 そ の 他 営 業 収 益 9,420
・給水収益、受託工事収益以外の収益で通常発生する
  収益

2 22,680

1 売 電 事 業 収 益 22,680 ・寿配水地小水力発電売電収益

3 542,890

1 受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,280 ・普通預金等の利子収入

2 他 会 計 補 助 金 19,760 ・消火栓維持管理負担金以外の一般会計負担金

3 長 期 前 受 金 戻 入 519,010
・償却資産の取得又は改良の際に交付された補助金等
  （長期前受金）を減価償却に合わせて収益化

4 そ の 他 雑 収 益 840 ・その他の雑収益

4 580

1 過 年 度 損 益 修 正 益 10 ・過年度水道料金更正による修正益

2 そ の 他 特 別 利 益 570 ・その他の特別利益

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

附 帯 事 業 収 益

特 別 利 益

【例】令和５年度松本市水道事業会計予算実施計画 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

支　出 （単位:千円）

款　　　項　　　目 予　定　額 説　　　　　　　　　　明

1 5,258,110

1 5,090,500

1 原 水 及 び 浄 水 費 117,440 ・水源涵養及び原水取入設備維持管理に要する費用

2 送 水 費 1,617,090
・水源地の送水作業、諸設備維持管理及び松塩水道
  用水の受水に要する費用

3 配 水 費 219,700
・配水地の配水作業、諸設備及び配水管の維持管理
  に要する費用

4 漏 水 防 止 費 418,610 ・配水管の漏水調査及び漏水防止工事に要する費用

5 量 水 器 費 93,580 ・計量設備の維持管理に要する費用

6 受 託 工 事 費 13,630 ・受託工事に要する費用

7 業 務 費 329,350 ・料金の調定、集金、検針その他の事務に要する費用

8 総 係 費 186,930 ・水道事業全般に要する費用

9 減 価 償 却 費 2,069,300 ・有形及び無形固定資産の減価償却費

10 資 産 減 耗 費 24,870 ・有形固定資産の除却費及びたな卸資産の減耗費

2 11,090

1 売 電 事 業 費 用 11,090 ・寿配水地小水力発電に要する費用

3 148,360

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

96,700 ・企業債及び一時借入金の支払利息

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

51,660 ・消費税及び地方消費税納付予定額

4 3,160

1 過 年 度 損 益 修 正 損 3,160 ・過年度水道料金更正による損失

5 5,000

1 予 備 費 5,000 ・予備費

特 別 損 失

予 備 費

営 業 外 費 用

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

附 帯 事 業 費 用



 

§ 予算実施計画（収益的収入及び支出）からわかること 

収入 

内 容 予定額（千円） 割 合 

給水収益（水道料金） 4,512,970 83％ 

分担金及び負担金・他会計補助金 331,100 6％ 

長期前受金戻入 519,010 10％ 

その他 59,170 1％ 

計 5,423,890 100％ 

 

皆さんの水道料金（給水収益）が、収入の８３パーセントを占めています。

また、決められたルールに基づき、分担金や負担金として、一般会計から入っ

てくるお金もあります。例えば、消火栓は、水道料金を払っている皆さんに必

要なものではなく、そこに住んでいる皆さんに必要なものであることから、一

般会計からその分の費用が入ってきています。 

 

 

 
 

支出 

内 容 予定額（千円） 割 合 

維持管理費 2,996,330 57％ 

減価償却費・資産減耗費 2,094,170 40％ 

支払利息等 96,700 2％ 

その他 70,910 1％ 

計 5,258,110 100％ 

 

維持管理費は、水道水の安定供給のために使う水道施設の電気代や薬品代、

管理委託や修繕料等の費用、水道事業に携わる職員の給与などです。 

支払利息は、施設や設備の設置・更新などの時に借りたお金の利息の支払い

です。 

 

税抜きの収益から費用を差し引いた純利益は、１，５６５万円と見込んでい

ます。 

ちょっと難しい

から後で説明す

るね 

長期前受金戻入や

減価償却費、資産減

耗費ってなんだ？



 

（資本的収入及び支出）

収  入 (単位:千円）

款　　　項　　　目 予　定　額 説　　　　　　　　　　明

1 1,155,810

1 739,200

1 建 設 企 業 債 739,200 ・上水道建設及び改良に充当する企業債

2 230,190

1 他 会 計 負 担 金 9,400 ・消火栓設置費に充当する他会計負担金

2 工 事 負 担 金 220,790 ・上水道建設及び改良に充当する原因者等負担金

3 6,940

1 施 設 建 設 分 担 金 6,940 ・上水道建設及び改良に充当する分担金

4 179,480

1 他 会 計 出 資 金 179,480 ・統合前簡易水道の企業債元金に対する他会計出資金

(説明)　収入不足額1,917,050千円は、予算第４条に定めたとおり当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調
　　　整額152,550千円、過年度分損益勘定留保資金40,830千円及び当年度分損益勘定留保資金1,584,640千円
　　　並びに減債積立金取崩額8,820千円及び建設改良積立金取崩額130,210千円で補てんする。

負 担 金

出 資 金

分 担 金

資 本 的 収 入

企 業 債

支　出 （単位:千円）

款　　　項　　　目 予　定　額 説　　　　　　　　　　明

1 3,072,860

1 2,032,600

1 改 良 費 1,964,670 ・上水道施設改良費

2 営 業 設 備 費 27,990 ・機械器具等購入費

3 建 設 費 39,940 ・上水道施設建設費

2 740,260

1 企 業 債 償 還 金 740,260 ・既借入企業債の元金償還金

3 300,000

1 投 資 有 価 証 券 300,000 ・投資有価証券

投 資

企 業 債 償 還 金

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費



 

§ 予算実施計画（資本的収入及び支出）からわかること 

 

先に、支出からみてみましょう。 

支出 

内 容 予定額（千円） 割 合 

建設改良費 2,032,600 66％ 

企業債償還金 740,260 24％ 

投資 300,000 10％ 

計 3,072,860 100％ 

 

建設改良費は、水道施設を造ったり、設備を購入したりする費用で、企業債

償還金は、今までの借金の元金を返済するために支出します。投資は、債券に

よる資金運用を行うために支出します。 

 

収入 

内 容 予定額（千円） 割 合 

企業債 739,200 64％ 

負担金・分担金 237,130 20％ 

他会計出資金 179,480 16％ 

計 1,155,810 100％ 

 

借入金が収入の６割以上を占め、それ以外に、施設改良に伴う負担金・分担

金や一般会計からの出資金（統合前の簡易水道借入金の元金償還金分）が入っ

てきています。 

 

資本的収入から資本的支出を差し引くと、１９億１，７０５万円（消費税込

み）不足していることになります。 

 

 

 

   

 

 

たいへんだ！ 

収益的収支で純利益

が 1,500 万円あって

も、資本的収支が 19

億円の赤字だ！ 

でも、大丈夫！ 

ここで、長期前受金戻入

や減価償却費、そして、不

足を補てんする損益勘定

留保資金について説明す

るね



 

 

予算を見る上でのポイント 

減価償却費と長期前受金戻入 

公営企業会計の複式簿記には、減価償却等の考え方があります。 

 取得した建物等の資産について、一般会計では、収支が発生した年度だけに金

額を記載し、会計処理をしますが、公営企業会計では、その資産が使える期間（耐

用年数）で取得費用を配分し、返して（費用化して）いくという会計上の手続き

をします。その建物が存在している期間は、利益を生み出していくからです。 

そうすることで、資産に大きく投資した年度だけ赤字になってしまう状況を

なくし、平準化された会計となります。 

同様に、その資産を取得するために、国庫補助金を充てた場合も、その年度だ

けの収入にせず、減価償却に充てるため、順次入れて（収益化して）いきます。

それが、長期前受金戻入です。 

なお、資本的収入および支出は、一般会計と同様に、その年度の現金の収支と

なっています。 

 

   

 

 

損益勘定留保資金 

減価償却費や長期前受金戻入は、実際に資産を取得した年度に、資本的収入及

び支出として、現金での収入や支払いが完了しています。それ以降の年度の収益

的収入及び支出の会計に、減価償却費等として記載されていても、実際に現金の

やりとりはされていないということです。 

実際には、お金を支出しない減価償却費等から、収入としてお金が入ってこな

い長期前受金戻入を差し引いた資金は、損益勘定留保資金として、純利益とあわ

せ、４条予算の収入の不足額に補てんすることができることになっています。 

 

 

   

何言ってんだか 

全然わからない 
難しいよね 

次のイメージ図を 

みてちょうだい 

何となくわかった

けど、赤字はどう

するの？ 

そこで、損益勘定

留保資金が必要に

なるのよ 



 

    

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【減価償却費と長期前受金戻入のイメージ】

R4年度に５００万円の建物を購入

・　自己資金　　 　　　2５０万円
・　国庫補助（１/２）　2５０万円
・　耐用年数５年

（単位：万円）
一般会計 R４ R５ R６ R７ R８ R９

歳入 250 0 0 0 0 0
歳出 500 0 0 0 0 0

自己資金 250 0 0 0 0 0
※　R4の収支のみ

企業会計 資本的収支
収入 250 50 50 50 50 50 長期前受金戻入
支出 500 100 100 100 100 100 減価償却費

自己資金 250 50 50 50 50 50 損益勘定留保資金
※　現金はR４に支払い

収益的収支

施
設
取
得
の
費
用 

減価償却費 

 

減価償却費 

 

減価償却費 

 

減価償却費 

 

減価償却費 

 

Ｒ５ Ｒ４ Ｒ９ Ｒ８ Ｒ７ Ｒ６ 

翌年度以降 

☆耐用年数期間に割り当てる 

【減価償却費】と【長期前受金戻入】 

 
改
良
に
伴
う
補
助
金
等 

長期前受金戻入 長期前受金戻入 

 

長期前受金戻入 

 

長期前受金戻入 

 

長期前受金戻入 

 

 



 

 

 

【損益勘定留保資金のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営業収益 

利 益 

収 

益 

費 

用 

その他の 

収益 

減価償却費 

その他の 

費用 

維持管理費 長期前受金 

戻入額 

維持管理費 

その他の 

費用 

支 

出
（
現
金
支
出
） 

内部留保 

資金 

利 益 

不足額 

 

収 

入 

支 

出 

企業債 

企業債 

償還金 

 

建設改良費 

その他の収入 

国県補助金 

【補てん財源】 

 
利益剰余金

※ 建設改良・減債積立金

内部留保資金 

 差 額  

〇資本的収支 

〇収益的収支 

資本的収支では、令和４年度に施設を造ったら、その

年に現金を借り入れたり、支払ったりしてるでしょ 

そうか！収益的収支は、５年度分の収支を

全部入れるから、４年度に造って、５年度

に費用化した減価償却費１００万円分を

支出に入れているけど、実際には４年度の

資本的収支でお金の支払いは全部済んで

いるから、払う必要がないお金なんだ 

その他の支出 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【減価償却費】         ２，０６９，３００千円 

（附帯事業費用の中の減価償却費）  ＋ ９，４８０千円 

【資産減耗費】           ＋２４，８７０千円 

【長期前受金戻入】        －５１９，０１０千円 

【当年度損益勘定留保資金】   １，５８４，６４０千円 

 

つまり、令和５年度資本的収入の不足分１，９１７，０５０千円は、 

・ 当年度分損益勘定留保資金    １，５８４，６４０千円 

・ 過年度分損益勘定留保資金       ４０，８３０千円 

・ 消費税及び消費税資本的収支調整額  １５２，５５０千円 

・ 減債積立金と建設改良積立金の取崩  １３９．０３０千円 

で補てんすることで、経営が続けられるのです。 

 

※ 過年度分損益勘定留保資金は、前年度からの繰越分 

※ 消費税及び消費税資本的収支調整額は、課税や非課税、不課税などの調整 

※ 減債積立金・建設改良積立金は、未処分利益剰余金から積み立てたお金 

そうなの！長期前受金戻入は、それとは反対に、 

すでに４年度にもらっているお金を５年度の収入に入れ

てあるから実際には入ってこないの 

だから、払わなくていい減価償却費から、入ってこない

長期前受金戻入を引いたとき、余っているお金は、資本

的収入の不足に充てていいことになってるの 

それが、損益勘定留保資金かぁ 

令和５年度の損益勘定留保資金がいくらに

なるか計算してみましょうか 

附帯事業費用の中に入っている減価償却費

や、減価償却中なんだけど、新しいものに替

えたから、壊してなくなった資産の費用等が

入っている資産減耗費等も入れるのよ 



♦ 当年度予定キャッシュ・フロー計算書 
 
  令和５年度に、どのような活動を行い、現金（キャッシュ）を増やす（減ら
す）のか、３つの活動で表したものです。税抜き額で表示しています。 

 ① 業務活動によるキャッシュ・フロー 

   本業により稼いだお金 

 ② 投資活動によるキャッシュ・フロー 
   将来のために投資した金額。現金収支 
 ③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
   借入や返済など財務に関わる現金収支 
 
 令和５年度は、資金が２億４，６９４万円減少する見込みです。 

 そして、業務活動により、稼いだお金で、投資や返済した後に残っている資金
期末残高３２億８３７万円が、将来に備えて残るお金です。 

 

【例】令和５年度松本市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書 

   （令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで） 

 

１　　業務活動によるキャッシュ・フロー    (単位:千円)

　　 当年度純利益又は純損失（△） 15,650

　　 減価償却費 2,078,780

　　 固定資産除却費 24,770

　　 退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,360

　　 賞与引当金の増減額（△は減少） 0

　　 法定福利費引当金の増減額（△は減少） 0

　　 貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 3,800

　　 長期前受金戻入額 △ 519,010

　　 受取利息及び受取配当金 △ 3,280

　　 支払利息 96,700

　　 有形固定資産売却損益（△は益） 0

　　 未収金の増減額（△は増加） △ 45,800

　　 未払金の増減額（△は減少） △ 53,440

　　 たな卸資産の増減額（△は増加） 40

　　 小計 1,610,970

　　 利息及び配当金の受取額 3,280

　　 利息の支払額 △ 96,700

　　 業務活動によるキャッシュ・フロー 1,517,550

２　　投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 300,000

0

△ 1,858,480

　　 有形固定資産の売却による収入 0

209,260

0

6,310

△ 1,942,910

３　　財務活動によるキャッシュ・フロー

739,200

△ 740,260

179,480

178,420

　　　資金増減額（△は減少） △ 246,940

　　　資金期首残高 3,455,310

　　　資金期末残高 3,208,370

　　 分担金による収入

　　 投資有価証券の取得による支出

　　 投資有価証券の売却による収入

　　 有形固定資産の取得による支出

　　 工事負担金による収入

　　 国県費補助金による収入

　　 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　 建設改良費等の財源に充てるための企業

　　 債による収入

　　 建設改良費等の財源に充てるための企業

　　 債の償還による支出

　　 他会計からの出資による収入

これで、現金の

流れがわかる

んだね 



（単位:千円）

資  産  の  部
１ 　固　定　資　産

⑴ 有 形 固 定 資 産 88,341,910

 減 価 償 却 累 計 額　　　　　 36,685,090

⑵ 投 資 そ の 他 の 資 産 312,580

　 固 定 資 産 合 計 　 36,997,670

２ 　流　動　資　産 　 　

⑴ 現 金 ・ 預 金 　 3,208,370

⑵ 未 収 金 　 594,330

貸 倒 引 当 金 △ 5,540 588,790

⑶ 貯 蔵 品 19,150

⑷ 前 払 金 79,450

⑸ 小 口 資 金 　 　 200

流 動 資 産 合 計 3,895,960

資 産 合 計 40,893,630

△ 51,656,820

 

♦ 当年度予定貸借対照表（♦前年度予定貸借対照表） 

  

  資産の部と負債の部・資本の部に分け、一覧で 

表したもので、各部の合計額は同額になります。 

  資産の部の流動資産は、現金や現金化しやすい資産で、 

固定資産は、土地や建物など固定されているものです。 

また、固定資産には、建物や機材など、使う期間で 

費用化しなければいけない減価償却費もあります。 

  負債の部・資本の部は、その資産をどうやって調達したかが 

記載され、返す必要のない資金は、資産の部に記載されています。 

 税抜き額で表示しています。 

 

【例】令和５年度予定貸借対照表 

（令和６年３月３１日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１年以内に現

金化されるも

のは、流動っ

て言葉がつい

てるのね 



 （単位:千円）

負  債  の  部
３ 　固　定　負　債

⑴ 企 業 債

イ 　 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 8,960,080

企 業 債 合 計 8,960,080

⑵ 引 当 金

イ 　 退職給付引当金 496,650

引 当 金 合 計 496,650

固 定 負 債 合 計 9,456,730

４ 　流　動　負　債  

⑴ 企 業 債  

イ 　 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 694,710

企 業 債 合 計 694,710

⑵ 未 払 金 236,310

⑶ 引 当 金  

イ 　 賞 与 引 当 金 33,940

ロ 　 法定福利費引当金 5,420

引 当 金 合 計 39,360

⑷ 預 り 金 1,000

流 動 負 債 合 計 971,380

５ 　繰　延　収　益

⑴ 長 期 前 受 金 14,685,500

⑵ 収益化累計額

繰 延 収 益 合 計 8,874,570

負 債 合 計 　 19,302,680

資　本　の　部
６ 　資　本　金 17,773,280

７ 　剰　余　金

⑴ 資 本 剰 余 金

イ 受贈資産及び寄附金 16,880

ロ 工 事 負 担 金 514,830

ハ 国 県 費 補 助 金 1,430

ニ 他会計補助金 23,220

ホ その他資本剰余金 10,260

資 本 剰 余 金 合 計 566,620

⑵ 利 益 剰 余 金 　

イ 減 債 積 立 金 340,760

ロ 利 益 積 立 金 513,000

ハ 建 設 改 良 積 立 金 1,908,220

ニ 当年度未処分利益剰余金

繰越利益剰余金年度末残高 473,420

当 年 度 純 利 益 15,650 489,070

利 益 剰 余 金 合 計 3,251,050

剰 余 金 合 計 　　  3,817,670

資　本　合　計 21,590,950

負　債　資　本　合　計 40,893,630

△ 5,810,930



♦ 当年度予定損益計算書（♦前年度予定損益計算書） 

  

 令和５年度の収益と費用の差を表したものです。 

令和５年度は、純利益１，５６５万円、前年度の 

利益剰余金や取崩分を含めた当年度の利益剰余金は、 

４億８，９０７万円の見込みです。税抜き額で表示しています。 

 

【例】令和５年度松本市水道事業予定損益計算書 

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収益と費用

の差が利益

なのね 

１　　 営 業 収 益    (単位:千円)

⑴ 給水収益 4,102,700

⑵ 受託工事収益 23,870

⑶ 分担金及び負担金 307,490

⑷ その他営業収益 8,920 4,442,980

２　　 営 業 費 用

⑴ 原水及び浄水費 107,400

⑵ 送水費 1,478,180

⑶ 配水費 206,320

⑷ 漏水防止費 386,200

⑸ 量水器費 87,740

⑹ 受託工事費 13,590

⑺ 業務費 302,810

⑻ 総係費 180,110

⑼ 減価償却費 2,069,300

⑽ 資産減耗費 24,870 4,856,520

営   業   損   失 413,540

３　　 附 帯 事 業 収 益

⑴ 売電事業収益 20,620 20,620

４　　 附 帯 事 業 費 用

⑴ 売電事業費用 10,950 10,950 9,670

　 ※　減価償却費9,480千円を含む

５　　 営 業 外 収 益

⑴ 受取利息及び配当金 3,280

⑵ 他会計補助金 19,760

⑶ 長期前受金戻入 519,010

⑷ その他雑収益 820 542,870

６　　 営 業 外 費 用

⑴ 支払利息及び企業債取扱諸費 96,700

⑵ 雑支出 24,330 121,030 421,840

経   常   利   益 17,970

７　　 特 別 利 益

⑴ 過年度損益修正益 10

⑵ その他特別利益 570 580

８　　 特 別 損 失

⑴ 過年度損益修正損 2,900 2,900 △ 2,320

当  年  度  純  利　益 15,650

前  年  度  繰  越  利　益　剰　余　金 334,390

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額 139,030

当  年  度  未  処　分　利　益　剰　余　金 489,070



水道事業会計予算を知るためには、書かれた数字の意味を知る必要があ

ります。書かれた数字には、その場所に書かれている理由があり、一定の

規則に沿って書かれているからです。 

 

 

しかし、規則がわからなければ、数字がたくさん並び、難しく感じて、

敬遠される方もいると思います。 

 

水道事業会計が適用している公営企業会計を目にする機会は少ないと

思いますが、今回は、皆様に、水道事業を知っていただきたいとの思いか

ら、「松本市水道事業会計予算の解説」を作成しました。 

 

水道事業会計の仕組みがわかれば、水道事業の経営状態が次第にわかっ

てくるようになります。 

 

この解説が、水道事業の現状や課題、将来にわたり、安定して運営する

ために一緒に考えていただくための一助となれば幸いです。 

 

 

 

令和５年３月２０日発行 

 

松本市上下水道局 総務課 

 

 

 

 


